
ドナー社会と投資環境改善提案 
2005年 8月 5日 

CGI の枠組みの中で、日米及び世銀が投資環境ワーキンググループ（Investment Climate 

Working Group）の共同議長を務め、投資環境改善に取り組んでいる。このワーキンググル

ープはユドヨノ政権を支援し、投資環境改善の為にインドネシア商工会議所（KADIN）や

各国の経済グループ或いは政府部門とも緊密に連携している。このワーキンググループが

2004年 10月時点で纏めた意見書（Creating Jobs Through Investment-Suggestions from the Donor 

Community on Improvement Indonesia’s Investment Climate October 2004）は問題を 5項目に大

別し、各項目について現状認識と今後取るべき行動を短期、中期に分けて指摘している。

今次近隣諸国比較調査に当たっては、ドナーが推薦する今後の活動分野と課題を良く理解

しておくことで、ドナー社会との連携を深めることが出来る。 

 

1． ドナーの認識と意見 

 

イ国において失業を削減し、雇用促進する為には投資環境改善を図る必要があるが、汚職、

不効率性、不透明性、法治欠如、契約の不確実性、インフラ未整備、行政の不確実性、地

方分権に伴う追加コスト等多くの投資阻害要因が存在する。ドナー社会としては、現政権

に対して、特に民間セクターの投資条件を改善することを奨励している。イ国政府が採る

べき方針は以下の通りである。 

 

第一に、経済危機後今日まで発展してきた事柄の安全確保を図ること。市場開放原理に立

ってマクロ経済の安定を図ることが発展の鍵を握る。政治安定が重要な前提条件であり、

ドナーはイ国政府テロリストグループを打倒する為に強力かつ統一的な支援を行う。 

 

第二に、イ国政府は投資環境改善の決意を早急に示すこと。前広に投資改善パッケージを

公表することで投資家の意欲を刺激し、投資拡大や経済成長に結びつけることが出来る。 

 

第三に、投資環境改善の為に、網羅的な中期ロードマップを策定して実行すること。ロー

ドマップは現実的かつ明確な期限が付されること。長期投資計画を策定する投資家が確信

を持てる政策を提示すること。関係省庁を積極的に参画させる為に、ロードマップで現在

投資家が直面する問題を幅広く扱う必要がある。 

 

ビジネス社会と CGI のドナーはイ国政府が中期ロードマップに取り入れるべき 5 つの最優

先政策分野を特定した。（1）税、（2）通関と関税システム、（3）労働、（4）インフラスト

ラクチャー、（5）投資政策と SME促進である。これが全てではないが、優先順位を付ける

ことは重要である。この優先順位は CGI のドナーと国内投資家、外国投資家との徹底した

対話の結果特定したものである。 
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2．投資環境の現状 

 

イ国の生産稼働率は高く、投資家が巨大国内市場への参入意欲を持っていることが分かっ

ている。従って、政府が投資環境改善の努力を示すことで、投資が急速に伸びる可能性が

ある。投資は同時にテクノロジー、海外市場への参入、重要なサービスや資源分野の強化

に結びつく。質の高い投資を招聘することが、質の高い仕事を創造して、政治経済の安定

を招く。 

 

マクロ経済の安定や民主化の進展が図られて来たが、経済成長は緩やかであり、多くは消

費に頼っており、失業が増加している。現経済成長では毎年数百万人発生する新規労働人

口を吸収するには不十分である。この緩やかな成長の原因は国内、外国投資の不足にある。

GDPに占める投資の割合は 1970年台以来最低水準にある一方、近隣競争国（例、中国、ベ

トナム）は投資誘致に積極的で、イ国への潜在投資家が奪われているとも言える。 

 

汚職、不透明性、不確実性、投資家の資金的・時間的ロス等、イ国投資環境の問題は幅広

く、嫌気がさして他国に移転する企業さえある。法システムの不備が契約の確実性を損な

い、世界的に見ても法律システムの悪用が酷い。地方分権も行政の不透明性や賄賂の要求

を発生させている。インフラは経済危機以降毀損しており、ボトルネックが増加している。

世銀の 2005 年レポートはこの分野の投資家へのインパクトを強調した内容となっている。

調査した企業の 40％が賄賂を要求されており、賄賂は売り上げの 4.6％にも上っており重大

な投資阻害要因となっている。又、半分の企業が政策の不透明性が主たる投資阻害要因で

あと回答している。 

 

3． 重要政策分野 

 

CGIドナーは種々改善活動を行ってきたが、今後も下記分野を優先的に取組むべきと考えて

いる。（以下概略） 

 

（1） 税 

• VAT還付、所得税査察、税額査定に掛かる長時日の問題 

• 前年所得をベースにした予定納税システムが起こす過納税 

• 税官吏による裁量扱いと賄賂 

• 密輸や不公正競争に繋がる奢侈税 

• 設備更新に不利な減価償却制度 
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（2） 通関と関税システム 

• 複雑すぎて企業も関税官吏も十分理解できない法規制（裁量幅が大） 

• 裁量的通関行政による賄賂の要求 

• 不効率な通関システム 

 

（3） 労働問題 

労働法諸規定の制定の遅れが不確実性を招いている。労働政策が意図しない結果を生み、

雇用削減を引き起こす。特に改善が必要な分野は以下の通り。 

• 解雇規則 

• 解雇手当 

• 契約労働者 

 

（4） インフラストラクチャー 

• インフラ開発中期計画を利用した公的管理の改善 

• 鍵となるインフラ部門について特定行政機関を設立し権限を付与する 

• インフラ開発に透明で実行可能な枠組みを確立して民活を利用する 

• 入札に関する行政枠組みを変革して競争原理を活用する 

• 汚職対策の為に独立監視システムを導入する 

• 先進的なインフラ開発ファイナンスを開拓する 

 

（5） 投資政策と SME促進 

• 簡素化或いは規制緩和により投資家関連公的サービスの効率を上げる 

• 法・規則を定め、投資家にワンストップ・サービスを提供する 

• 国内投資家、外国投資家の投資分野を投資関連法規の施行で明確化する 

• ハイレベルサービスセクターへの投資促進の為に知的財産所有権関連法規の執行を改

善する 

• 地方政府を支援して投資環境改善と投資促進を図る。中央政府は現場レベルが同条件

化で健全な競争を行うことを支援する。 

• 大型投資誘致に重要な役割を果たす SMEの発展を支援する。新技術、経営スキル開発

に関係する SMEは高品質労働の雇用吸収源となりうる。 

以上 

添付資料：Creating Jobs Through Investment: Suggestions from the Donor Community 

          on Improving Indonesia’s Investment Climate October 2004 

 

中川 勉 

日本開発サービス 
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世銀グループ面談メモ 
Theirs:World Bank/ L. Peter Rosner, Consultant Investment Climate 

IFC/ Hans C. Shrader Program Manager, Business Enabling Environment 
Ours:  Japan Development Service/T.Nakagawa 

 年 月 日Date: 2005 8 1  
 
比較調査は世銀グループにも重要： 
比較調査は世銀グループ活動のバックアップになる。現在世銀グループ（具体的には面談

した両名）は環境と規制問題について取り組んでいるが、JICAの比較調査プログラムは大
変タイミングが良い。1月から個人レベルで BKPMと経済調整や投資法の関連で議論して
いる。比較調査の留意点は 2つある。第一は投資法改正の結果 BKPMの権限に変更が出る
ことである。比較調査結果が BKPM新機能に一層役立つかもしれないし、調査結果が余り
役に立たなくなることもありうる。第二は FDI 推進のための調査は法律、プロモーション
活動など範囲が広いが、事前準備で調査項目をリファインして、実際調査では重要項目に

ダイレクトに踏み込んで質問や調査を行うことで価値の高い結果が得られる。 
 
世銀調査との関係： 
JICA の比較調査は世銀が実施した調査にも関係するので重要だ。世銀チーム（Hans と
Rosner）は今年 1月から BKPMがどのような役割を果たすようになるのか調査している。
BKPM は外国投資を誘致する職務を担うが、1 月にバクリー経済調整大臣が承認システム
から登録システムに変更するとアナウンスしたのが始まりとなっている。鉱業とファイナ

ンシャルセクター以外の外国投資は BKPM の承認が必要だったプロセスが今後変更され、

事前に決定されたクライテリアに従って登録する制度に代わるもしれない。世銀グループ

は政府（経済調整大臣府）に協力して、システム変更デザインを支援している。但し、政

府が本気で BKPM機能を変更するのかどうかまだ不透明ではある。 
 
比較調査 4カ国： 
比較調査で訪問する 4 カ国は重要な調査対象先であり大変興味がある。これらの国では法
律のデザインが上手く行っている。タイについては良く承知してないが、ベトナムは現在

開発計画実施中で大変上手く行っている。 
 
世銀のアドバイザリー活動： 
その他の世銀グループが外国投資アドバイザリー業務としてインドネシアに限らず周辺国

の外国投資誘致のベストプラクティスを収集している。例えば、ビジネス登録のプロセス、

政府機関の役割と責務、有望セクターの選定と関連した投資政策やインセンティブなどを

収集している。経済調整大臣は現在の BKPM下で行われている複雑で不効率なシステムに
よる外国投資の障害を取り除くことを意図しており、世銀は本年 4、5月に投資家のサーベ
イを行った。インドネシア大学も協力して過去 2 年に投資した企業（日系企業を含む）に
対して調査を行った。その結果、BKPMとの間で行ったり来たりと承認をとるのに 9ヶ月
かかるというケースがあった。日系企業からは多くの問題指摘と不満表明があった。日系

企業からオープンな意見を聞くことが出来た。 
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世銀グループの調査機関： 
Foreign Investment Advisory Services(FIAS)が世銀グループの比較調査サービス部門だ
が、FIAS が比較調査を行ったが未調査部分などあり、JICA プログラムに興味を持つはず
だ。FIASの当地区 Regional Headquarterはシドニーにあり、インドネシアを往来して調
査している。FIASとの話し合いは喜んで仲介させてもらいたい。Administrative Barrier 
Study が主要業務のひとつで、ファンディングは 50％世銀、残りは各国政府が負担する。
各国政府の招聘を受けて調査を行う。政府全体の政策の中で招聘されるのが理想だが、実

際は個別部門との関係で調査を行うことが多い。政府部門の管理プロセスバリアーについ

てプロセスネットワークを詳細に調査するが、国内外投資、インセンティブ、プロモーシ

ョナル機関、ネガティブリスト、投資法、会社法等も調査する。当地世銀チームは本年 1
月から FIASと共に調査に取り組んでいる。投資法と認可プロセスなどベトナム、マレーシ
アの比較調査を行ったが、アドホック調査なので色々穴が開いていると思う。なにが BKPM
に価値ある調査となるのか、事前に FIASや世銀チームと話すと理解が深まる。 
 
世銀グループの限界： 
世銀グループとしては政府とタイアップして新投資法策定を支援することも考えたことは

ある。又、最近フィスカルインセンティーブ、ノンフィスカルインセンティーブについて

支援を求められた。日本側がの今回比較調査が多くの助けになることは確実である。世銀

チームはそこまでのリソースが無い、今回の比較調査では多くの部分が世銀グループの対

象とする部分とオーバーラップするので重要だ。スコープ・オブ・ワークスを具体化、明

確化が大切で、結果調査も漏れが無くかつ現実性を持って行うことが出来る。 
 
BKPMのPromotional Agencyへの機能変更： 
現在の微妙な問題は BKPMの役割がどうなるかということ。世銀は BKPM が承認権限の
無い（Non-Approval Type）の Promotional Agencyになるというパラダイムを受け入れて
いる。BKPMが Solicitor of Foreign Investmentとして機能すること。ライセンスを発行
するのでなく外国投資を積極的に誘致（Promote Investment）し、投資プロセスをモニタ
ーし、いくつかの市政レベルカウセルに参画して投資プロセス機能促進についてアドバイ

スするようなことをイメージしている。このような業務とエリアについて世銀は CGI の
Investment Climate Working Groupと協同して取り組んでいる。日本側（日本大使館）も
活発なメンバーとしてワーキンググループに参加しているが、日本側の BKPMの役割につ
いての Perspectiveは明確にはなっていない。 
 
もし、引き続き BKPMが承認プロセスに関与するなら、比較調査で周辺国の承認プロセス
を調査すると大変役立つ。もし Promotional Agencyに転換するなら周辺国の Promotional
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の部分だけに焦点を当てることもできる。Promotionalな調査項目にはツール、リテールサ
ービス、手法なども含む。ドナーカンカトリーが BKPM を Promotional Agency にすべ
きと判断する場合は、比較調査をPromotionに絞ると宣言すれば、ドナー側の意図をBKPM
に明示することに役立つだろう。 
 
BKPMのOne Stop Centerへの機能変更： 
バクリー経済調整大臣、マリー商業大臣（Minister of Trade）は BKPMがサービス機関に
なることを薦めているが、世銀グループとしてBKPMの中に抵抗があるのは承知している。
新投資法の行方を注視する必要があるが、法そのものには詳細規定はないので投資法の中

では BKMP 役割変更までは見えないかもしれない。仮に、BKPM が今後 Promotional 
Agencyに転換しても、大型・大企業の投資誘致をするのか、中小企業まで含めて幅広い誘
致活動をするのか検討する視点も残る。現状 BKPMは投資政策を持たないし策定もしない
が、もし BKPMが Promotional Agencyに転換する場合ガイドラインが必要であり、BKPM
の機能を規定する必要がある。BKPM の中の個人（長官？）がより強大な役割を求めてい

るかもしれない。それはワンストップセンターであるが、その場合には比較調査でも近隣

国のワンストップセンターに関わるアイデアを盗もうとするだろう。BKPM ワンストップ

センターのアイデアを支持するための証拠とヒントを出来るだけ収集するだろう。世銀グ

ループの今回調査ではワンストップセンターが上手く機能しているのはシンガポールだっ

たが、世銀調査は概念的なので、JICA比較調査の結果に次第でワンストップセンターがホ
ットイシューになる可能性がある。世銀グループとしては BKPMがワンストップセンター
に焦点を当てて調査しても、BKPM がオープンマインドに結果開示する限り問題と思わな

い。 
 
現BKPM機能の有効性判断： 
過去 5 年間 BKPM はワンストップセンターとして一定の機能は果たしてきた事実は重要。
この機能と成果をレビューして海外比較調査を行い、仮に海外では BKMPのようにワンス
トップセンター機能が働いてないという結果が出た場合でも、BKPM の現機能が有効でな

いと評価するかどうかは悩ましい問題だ。もし、BKPM がスーパーパワーをもったワンス

トップセンターになる場合、反対する省庁が別途ワンストップセンターを作る可能性もあ

り、この場合には二重の官僚機構が生まれて投資承認プロセスは一層不効率となるだろう。

マレーシアとシンガポールがワンストップセンターの成功例だが、マレーシアの例はマハ

ティール首相の強烈なリーダーシップの下でスーパーワンストップセンターが実現した。

インドネシア大統領がそこまでのパワーがあるかは疑問だ。4カ国調査でも BKPMスタッ
フはワンストップセンターの証拠探しをするだろう。 
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比較調査結果の政策プロセスへの反映： 
商業省が政策立案に責任を持つと大統領令が出ているので、BKPM 自身で政策立案をする

ことは出来ない。現実的には比較調査の結果を BKPMが商業省にあげるプロセスの中で政
策への反映がされるのだろう。日本側コンサルタントは経済調整大臣府、商業省と調査に

先立ち調査コンテクストについて議論をすればどのように上手く政策へ反映できるか参考

になるだろう。商業省スタッフなど一緒に調査に参画できればより有効ではないだろうか。

フィスカルインセンティーブの場合には実務知識は財務省にあるので、財務省スタッフが

同行出来れば良いのだが。財務省は米国政府からこの分野について高額の支援を得ている

ので、予算が制限になることはなかろう。法と規定の部分は投資法に関連する部分で、経

済調整大臣府と商業省が所轄となっている。 
 
 
所見： 
 
ドナーの中核たる世銀グループが BKPMの Promotional Agencyへの変更を支持している
ことは重要である。今回比較調査のクライアントは BKPMであるが、ドナーとの協調が第
一に重要であり、調査に当たっては常に世銀グループと接触して状況推移を念頭に置きな

がらプロジェクトを推進する必要がある。BKPM 単独の考え方もあろうが、ドナーの基本

方針に逆行しないように注意すべきである。世銀グループとの連携タイミングは極めて良

い。本件推進に当たって世銀グループとの連携を深めることを薦める。 
 
比較調査の Scope of Worksの中で規定する Advisory Committeeは重要であり、オフィシ
ャルな機能としては Advisory Committeeを通じて経済調整大臣府、商業大臣への連携を図
る必要がある。直接の協力はBKPMではあるが、G to Gのテーマとしては経済調整大臣府、
商業大臣が重要である。今後推移を注視する必要があるが、現状では BKPMが Promotional 
Agency となる可能性が高いこと、ドナーもそれを支持していることを良く念頭に置いて、
コンサルタントは経済調整大臣府、商業省の意見聴取を行って国の方針骨子を理解してお

く必要がある。 
 

以上 
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比較調査対象国の納得性 

 

 

比較調査 4カ国（タイ、フィリピン、ベトナム、中国）は BKPMの要請に基づくものであ

るが、日本側もインドネシアが競争相手国或いは今後の経済発展の参考とするに相応しい

国として 4カ国が納得的選択と考える。 

 

1． 世界レベルで見た各国の競争力 

 

添付 IMD (International Institute for Management Development, Switzerland)の世界競争力比較で

見ると、今回訪問先及びマレーシア（ASEAN4 であるが、非調査対象国）の順位は以下の

通りである。尚、カッコ内は 2004年調査実績。因みに米国が 1位、日本は 21位である 

 

• タイ 27位（29位） 

• マレーシア 28位（16位） 

• 中国 31位（24位） 

• フィリピン 49位（52位） 

• インドネシア 59位（58位） 

• ベトナム番外。 

  

インドネシアの近隣競争国として、ASEAN4（タイ、インドネシア、マレーシア、フィリピ

ン）から 2 カ国選定するのは合理的である。マレーシアを調査対象から外しているが、上

記の順位低下傾向からも推測できるように、マレーシアの競争力と投資人気度は急速に低

下している。これは後段の JBIC資料からも伺うことが出来る。又、イスラム過激派対策に

絡んだインドネシア人労働者強制送還など最近のインドネシア・マレーシア関係は親密で

はない。BKPMが訪問回避する理由は納得できる。 

 

ASEAN以外から残る 2カ国を選定するならば中国、ベトナムの選択がベストと言える。中

国は国際競争力が強いだけでなく、インドネシアと同様に人口大国である。インドネシア

が将来参考とするのに相応しい調査対象国である。広大な中国であるが、調査地域は華南、

華東の発展地域が良い。ベトナムの最近の進展は目覚しく、特に日本企業の人気も高いの

で、国家規模は兎も角、調査対象先として妥当である、 

 

2． 日系企業からみた投資先国 

 

JBICでは毎年海外直接投資アンケートを実施している。添付資料 P.11【強化・拡大する国・
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地域】を参照願いたい。全業種で見ると、ASEAN4 の人気度はタイ、インドネシア、マレ

ーシア、フィリピンの順となっている。業種によって順番は若干異なるが、タイは断トツ

であり、残る選択はマレーシアかフィリピンである。日本企業にとってフィリピンの順位

はマレーシアより低い。又、前項の通り国際競争力からはマレーシアの方が上位であるが、

マレーシアとは前述のような両国関係があること、フィリピンは国際競争力順位が近接す

る競争相手国として選択するのは妥当と考える。 

 

日本企業の投資方針は P.12 【（主要アジア地域）海外事業展開姿勢】に更に詳しく調査結果

が出ている。ASEAN4 について強化・拡大と回答した企業は、タイ 68.3％、インドネシア

44.3%、マレーシア 31.4％、フィリピン 34.2％の順である。同資料によると中国の人気が圧

倒的に強く、中でも華東、華南がそれぞれ 85.6％、81.9％となっている。ベトナムは 58.3％

である。ベトナム人気は急速に拡大していることが伺われるが、速度と投資規模は別であ

り、急激な拡大を過度に評価しないように留意することが必要である。いずれにせよ、

ASEAN4以外の比較調査国は中国とベトナムが良い。（インドも投資対象として人気が高い

国であるが、インドネシアとの比較ではベトナムや中国が文化的、伝統的にも対象国とし

ての納得性が高い） 

 

尚、日本企業が中期的（今後 3 年程度）有望と考える投資先国順位は次の通りとなってい

る。P.21 【中期的有望事業展開先国・地域（順位と事業計画の有無）】参照。 

 
1位 中国 11位 シンガポール
2位 タイ 11位 ドイツ
3位 インド 13位 ブラジル
4位 ベトナム 14位 フィリピン
5位 米国 14位 フランス
6位 ロシア 16位 チェコ
7位 インドネシア 17位 オーストラリア
8位 韓国 18位 ポーランド
9位 台湾 19位 メキシコ
10位 マレーシア

 

3． 比較調査留意点 

 

比較調査対象国でインドネシアより日系企業の人気度が高い、中国、タイ、ベトナムであ

っても当然投資阻害要因を抱えており、場合によってはインドネシアより条件が悪い部分

もあると推測される。それにも拘わらず投資先として何故インドネシアより人気が高いの

か、調査の結果がインドネシアへの投資誘致に参考となる筈である。P.23 【中期的有望事

業展開先国・地域（課題）】参照。 
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①法制の運用が不透明 63.4% ①他社との厳しい競争 45.1%
②知的財産権保護が不十分 52.0% ②労働コストの上昇 40.2%
③代金回収が困難 42.8% ③管理職層の人材確保困難 27.5%

①法制が未整備 40.2% ①治安・社会情勢が不安 57.9%
②法制の運用が不透明 36.6% ②他社との厳しい競争 31.6%
③インフラが未整備 32.9% ③管理職層の人材確保困難 28.9%

中国（423社） タイ（102社）

ベトナム（82社） インドネシア（38社）

 

 

以上 

添付資料：IMD The World Competitiveness Scoreboard 2005 

          JBIC-2004年度海外直接アンケート調査（第 16回） 

 

中川 勉 

日本開発サービス 
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